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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　支持体と、粘着剤層とを備え、
１０％伸長時の伸長強度が０．３～５Ｎ/８ｍｍであり、粘着力が０．５０～３Ｎ/８ｍｍ
であり、
　前記支持体の厚みが１５μｍ以上であり、前記粘着剤層の厚みが１０μｍ以上である、
臍ヘルニア治療材を固定するための臍ヘルニア治療材固定用貼付材であって、
固定力が１Ｎ/８ｍｍ以上である、臍ヘルニア治療材固定用貼付材。
【請求項２】
　前記粘着剤層がウレタン系粘着剤からなり、前記支持体がウレタン樹脂製フィルムであ
り、前記臍ヘルニア治療材固定用貼付材が透明、又は半透明である、請求項１に記載の臍
ヘルニア治療材固定用貼付材。
【請求項３】
　前記臍ヘルニア治療材固定用貼付材が、粘着剤層の支持体が設けられた面の反対側の面
に剥離可能な剥離体を備え、
該剥離体が、剥離体の外形を分断する線状の分断部を２以上有する、請求項１又は２に記
載の臍ヘルニア治療材固定用貼付材。
【請求項４】
　前記臍ヘルニア治療材が、ゴム状弾性体、繊維弾性体、又はスポンジ弾性体により形成
された臍ヘルニア治療材である請求項１～３のいずれか１項に記載の臍ヘルニア治療材固
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定用貼付材。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、臍ヘルニアの治療材を固定する、臍ヘルニア治療材固定用貼付材に関するも
のである。
【背景技術】
【０００２】
　乳幼児等には臍ヘルニアが多く見られるが、これは、臍の緒が取れた後に腹部に形成さ
れる臍窩の底部で、臍帯と乳児の腹腔内とのつなぎ目の部分である臍輪に開存孔が形成さ
れている場合に、その臍輪の開存孔から腹腔内の腸管が突出することにより起こる。
　従来この臍ヘルニアの治療には、その臍輪の開存孔から突出したヘルニア部を指にて腹
直筋の内側に押し込んだ後、綿球等を臍窩に押し込んでテープで固定する治療が行われて
いた。
【０００３】
　しかし、上記綿球等の押し込みが弱いと、乳幼児等がいきんだりして一時的に腹腔内圧
等の腹内の圧力が高くなった際に、臍窩に詰めた綿球が押し出されて、ずれてしまうこと
があり、確実な治療を行うことができないことがある。そこで、綿球などをあてがうだけ
でなく、ずれないように強く押し込んだ状態にした後、テープで手早く固定する必要があ
るが、当然乳幼児が嫌がり身体を動かすため、上手く押し込めず、十分な圧力をかけるこ
とができないなどの不都合が起こっていた。
　綿球等の臍ヘルニア治療材を上手く押し込めた場合であっても、押圧して保持する必要
があるが、一時的に腹腔内圧等の腹内の圧力が高くなった際や、幼児が動くことでテープ
が剥がれることがあった。
【０００４】
　特許文献１には優れた粘着特性と高透湿性とを両立させた、貼付材が記載されている。
　一方、特許文献２には、注射針等を刺したときにできる血管の穿刺孔と皮膚表面の穿刺
孔をパッドにより圧迫した状態で貼付材により保持して止血する、止血用の貼付材が開示
されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特許第５４５７４４６号公報
【特許文献２】特開平５－２４５１７３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　特許文献１に記載の貼付材は、臍ヘルニアの治療材を固定する保持力が十分ではない。
　特許文献２に記載の止血用貼付材は一般には数分で外すものであり、その粘着力は、血
管の穿刺孔を集中的に圧迫し保持し得るよう設計されている。
　しかしながら、臍ヘルニアの治療は長期にわたって行う必要があり、臍ヘルニア治療材
を固定する貼付材は、数日～数か月にわたる長期間の貼付や、皮膚への貼付と剥離を繰り
返し行う。そのため、幼児の皮膚へのダメージを低減するよう低刺激な粘着力を有し、貼
付中の違和感を低減した貼付材となるよう調整する必要がある。さらに、一時的に腹腔内
圧等の腹内の圧力が高くなった際や、幼児が動くことでテープが剥がれない優れた粘着力
と、綿球等の臍ヘルニア治療材を腹直筋の内側に押し込んだ状態で固定し得る保持力とを
両立した貼付材が求められている。
　さらに、腹内の圧力が高くなり腸管が飛び出そうとする強い力に対しては、これを受け
止めて緩衝する臍ヘルニアの治療材用貼付材が求められている。
【０００７】
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　本発明の目的は、上記の課題を解決した臍ヘルニア治療材固定用貼付材、すなわち、低
刺激かつ優れた粘着力を示す粘着特性と、臍ヘルニア治療材の圧力を緩衝しつつ保持する
保持力とを両立し、貼付中の違和感を低減した臍ヘルニア治療材固定用貼付材を提供する
ことにある。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明者らは上記課題に対して鋭意研究を行なった結果、貼付材の柔軟性、伸縮性に着
目し、１０％伸長時の伸長強度が０．３～５Ｎ/８ｍｍであり、粘着力が３Ｎ/８ｍｍ以下
の貼付材であれば、低刺激で、粘着特性と保持力とを両立し、貼付中の違和感を低減した
臍ヘルニア治療材固定用貼付材を提供し得ることを見出し、本発明を完成させた。
【０００９】
　本発明は、下記の構成であり、これにより本発明の上記課題が解決される。
＜１＞
　支持体と、粘着剤層とを備え、
１０％伸長時の伸長強度が０．３～５Ｎ/８ｍｍであり、粘着力が０．５０～３Ｎ/８ｍｍ
であり、
　前記支持体の厚みが１５μｍ以上であり、前記粘着剤層の厚みが１０μｍ以上である、
臍ヘルニア治療材を固定するための臍ヘルニア治療材固定用貼付材であって、
固定力が１Ｎ/８ｍｍ以上である、臍ヘルニア治療材固定用貼付材。
＜２＞
　前記粘着剤層がウレタン系粘着剤からなり、前記支持体がウレタン樹脂製フィルムであ
り、前記臍ヘルニア治療材固定用貼付材が透明、又は半透明である、＜１＞に記載の臍ヘ
ルニア治療材固定用貼付材。
＜３＞
　前記臍ヘルニア治療材固定用貼付材が、粘着剤層の支持体が設けられた面の反対側の面
に剥離可能な剥離体を備え、
該剥離体が、剥離体の外形を分断する線状の分断部を２以上有する、＜１＞又は＜２＞に
記載の臍ヘルニア治療材固定用貼付材。
＜４＞
　前記臍ヘルニア治療材が、ゴム状弾性体、繊維弾性体、又はスポンジ弾性体により形成
された臍ヘルニア治療材である＜１＞～＜３＞のいずれか１項に記載の臍ヘルニア治療材
固定用貼付材。
　本発明は、上記＜１＞～＜４＞に係る発明であるが、以下、それ以外の事項（例えば、
下記〔１〕～〔５〕）についても記載している。
【００１０】
〔１〕
　支持体と、粘着剤層とを備え、
１０％伸長時の伸長強度が０．３～５Ｎ/８ｍｍであり、粘着力が３Ｎ/８ｍｍ以下である
、
臍ヘルニア治療材を固定するための臍ヘルニア治療材固定用貼付材。
〔２〕
　固定力が１Ｎ/８ｍｍ以上である、〔１〕に記載の臍ヘルニア治療材固定用貼付材。
〔３〕
　前記粘着剤層がウレタン系粘着剤からなり、前記支持体がウレタン樹脂製フィルムであ
り、透明、又は半透明である、〔１〕又は〔２〕に記載の臍ヘルニア治療材固定用貼付材
。
〔４〕
　粘着剤層の支持体が設けられた面の反対側の面に剥離可能な剥離体を備え、
該剥離体が、剥離体の外形を分断する線状の分断部を２以上有する、〔１〕～〔３〕のい
ずれか１項に記載の臍ヘルニア治療材固定用貼付材。
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〔５〕
　前記臍ヘルニア治療材が、ゴム状弾性体、繊維弾性体、又はスポンジ弾性体により形成
された、〔１〕～〔４〕のいずれか１項に記載の臍ヘルニア治療材固定用貼付材。
【発明の効果】
【００１１】
　臍ヘルニア治療材固定用貼付材は、長期間の貼付や皮膚角質細胞剥離を低減した低刺激
かつ優れた粘着力を示す。
　さらに、臍ヘルニアが生じている場合に、突出している腸管を臍輪の開存孔から内に押
し込め、先端突起によって臍輪の開存孔を塞ぐようにし、腸管を腹直筋内に納めておく臍
ヘルニア治療材を確実に保持することができる。また、腹内からの強い圧力も受け止めて
緩衝することにより、剥がれにくく、確実に臍ヘルニアの治療を行うことができる。
　従って、低刺激かつ優れた粘着力を示す粘着特性と、臍ヘルニア治療材の圧力を緩衝し
つつ保持する保持力とを両立し、貼付中の違和感を低減した臍ヘルニア治療材固定用貼付
材を提供できる。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】本発明の臍ヘルニア治療材固定用貼付材の使用状態の一例を示す断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
＜臍ヘルニア治療材固定用貼付材＞
　本発明の臍ヘルニア治療材固定用貼付材は、支持体と、粘着剤層とを備え、１０％伸長
時の伸長強度が０．３～５Ｎ/８ｍｍであり、粘着力が３Ｎ/８ｍｍ以下である、臍ヘルニ
ア治療材を固定するための臍ヘルニア治療材固定用貼付材である。
　臍ヘルニア治療材固定用貼付材（以下単に「貼付材」と称する場合がある）は、例えば
、支持体に慣用の手法を用いて粘着剤層を設け、１０％伸長時の伸長強度が０．３～５Ｎ
/８ｍｍであり、粘着力が３Ｎ/８ｍｍ以下とすることで得ることができる。
　本発明の臍ヘルニア治療材固定用貼付材は、貼付時に貼付部位が確認できるような視認
性を考慮すると、透明又は半透明であることが好ましい。
　また、本発明の臍ヘルニア治療材固定用貼付材は、乳幼児等の臍輪の開存孔が閉塞した
状態を維持し、入浴等により臍窩に水が入り雑菌等が繁殖するのを防ぐため、防水性であ
ることが好ましい。
【００１４】
　本発明の臍ヘルニア治療材固定用貼付材は、本願特定の伸長強度、及び粘着力の範囲の
ものであれば、任意の支持体と粘着剤層を備えた貼付材（以下「任意の貼付材」と称する
場合がある）を複数積層したものであってもよい。任意の貼付材を積層して本発明の臍ヘ
ルニア治療材固定用貼付材とする場合、好ましくは２～３枚、より好ましくは２枚の任意
の貼付材を積層することができる。ｎ枚の任意の貼付材を積層する場合、第一の貼付材の
粘着剤層、第一の貼付材の支持体、第二の貼付材の粘着剤層、第二の貼付材の支持体・・
・・第ｎの貼付材の粘着剤層、第ｎの貼付材の支持体がこの順で積層した臍ヘルニア治療
材固定用貼付材とすることが好ましい。
　任意の貼付材の支持体及び粘着剤層の材質及び膜厚等は、後述の本発明の臍ヘルニア治
療材固定用貼付材に用いたものと同様のものを用いることができ、複数枚の任意の貼付材
を貼り合わせて臍ヘルニア治療材固定用貼付材とした際に本願特定の伸長強度、及び粘着
力となるものであればよい。
　任意の貼付材の粘着剤層のうち、臍ヘルニア治療材固定用貼付材とした際に皮膚と接触
する粘着剤層は、皮膚への刺激を低減する上で、本発明の臍ヘルニア治療材固定用貼付材
に好ましく用いられるものと同様であることが好ましい。
【００１５】
　また、本発明の貼付材はさらに担持体及び剥離体の少なくとも一方を備えてもよい。担
持体は、支持体の粘着剤層が設けられた面とは反対側の面に剥離可能な状態で設けられる
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。剥離体は、粘着剤層の支持体が設けられた面とは反対側の面に剥離可能な状態で設けら
れる。すなわち、本発明の貼付材は、担持体、支持体、粘着剤層、及び剥離体を、この順
序で、備えていてもよい。また、本発明では、担持体と支持体との間、支持体と粘着剤層
との間、及び／又は粘着剤層と剥離体との間に、他の層を一層以上介在させてもよい。例
えば、接着性や剥離性を高めるため、下塗剤層や接着剤層、又は剥離剤層を設けてもよい
し、あるいはフィルム、不織布、織布、又はそれらの積層体を介在させてもよい。また、
支持体を一層以上の複数層としてもよい。例えば、上記特定の範囲の伸長強度と粘着力と
なるよう支持体を異なる材質のフィルムの積層体とさせてもよい。
【００１６】
　上記の粘着剤層は、支持体にパターンコーティング、例えば格子状やダイヤモンド等の
形状でコーティングされて設けられてもよいが、皮膚への固定性を向上させるために、該
粘着剤層が支持体の１面全体を覆った状態にあるのが好ましい。また、貼付材を皮膚から
剥がした際の角質剥離量が減少する点、皮膚と粘着剤層の間に貯留した水分による固定性
の低下を抑制する点から、本発明の貼付材の透湿度は２００～４，０００ｇ/ｍ２・ｄａ
ｙであることが好ましい。
【００１７】
　本発明において、透湿度の測定はＪＩＳ Ｚ－０２０８に準じるものとする。透湿度が
高いほど、蒸れが少ない支持体等であるといえる。特に本発明において「高透湿性」とい
う言葉を用いる場合があるが、ＪＩＳ Ｚ－０２０８に準じた試験において２００ｇ/ｍ２

・ｄａｙ以上を指すものとする。
【００１８】
　（伸長強度）
　１０％伸長強度の測定は、ＪＩＳ　Ｚ　０２３７に準じるものとする。伸長強度を上記
の範囲とすることで、取扱い性に優れ、貼付中の違和感を低減できる。また、腹内から強
い圧力を受けても臍ヘルニア治療材が飛び出すことなく確実に保持し、優れた固定力が得
られる。また、臍ヘルニア治療材固定用貼付材が固すぎず、腹内からの強い圧力も受け止
めて緩衝することができる。
　臍ヘルニア治療材固定用貼付材の伸長強度の調整は、臍ヘルニア治療材固定用貼付材の
、粘着層の厚さ、支持体の厚さ、剛軟度、密度によっても調整し得る。
【００１９】
　（粘着力）
  粘着力の測定は、ＪＩＳ  Ｚ  ０２３７に準じるものとする。試験板はベークライト板
を使用し、９０°引きはがし粘着力試験法を行うことで、特徴をもつ多くのテープ材を同
じ測定方法で比較することができる。上記の範囲とすることで、皮膚貼付後に剥離する際
に比較的痛みを小さくすることができる。
　臍ヘルニア治療材固定用貼付材の粘着力の調整は、慣用の方法で行い得るが、粘着剤層
の粘着力や支持体の厚さや剛軟度によっても調整し得る。
　すなわち、粘着剤層の厚さを厚くした場合は粘着力が高くなり、薄くした場合は粘着力
が低くなる傾向にある。支持体を厚くした場合は貼付材としての剛性が高くなって粘着力
が高くなる傾向にあり、支持体を薄くした場合は粘着力が低くなる傾向にある。
　また、支持体自体の剛軟度に影響を受けるため、一概には言えないが、例えば不織布や
織布とした場合については、粘着力はウレタンの場合とほぼ傾向が同じになる。
　本発明の臍ヘルニア治療材固定用貼付材の粘着力は３Ｎ/８ｍｍ以下であることが好ま
しく、ヒト皮膚粘着力が、２４時間貼付で０．３～１．５Ｎ/８ｍｍ、特に０.７～１.２
Ｎ/８ｍｍ付近であることがより好ましい。ここでヒト皮膚粘着力について、数値を「付
近」としたのは、個体差や季節変動による数値のばらつき（例えば、夏季は低い傾向を、
冬季は高い傾向を示す）が大きいため、被験者１０名の平均値が上述の数値付近となるこ
とを示したためである。
【００２０】
（固定力）
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　固定力が１．０Ｎ／８ｍｍ以上であることが好ましく１．５Ｎ／８ｍｍ～５．０Ｎ／８
ｍｍであることがより好ましい。
　固定力を上記範囲とすることで、臍ヘルニア治療材が飛び出すことなく確実に保持し、
腹内からの強い圧力も受け止めて緩衝し、剥がれにくくすることができる。
　固定力は、ベークライト板を１２ｍｍ間隙をあけて固定し、その間隙上に幅８ｍｍの粘
着テープをＪＩＳ  Ｚ  ０２３７に準じて貼付し、その間隙より縦約１０ｍｍ×横約１０
ｍｍ×高さ約２０ｍｍのブロックでテープを押しはがす方向に５～１０ｍｍ押したときの
平均強度を測定することにより求められる。
　臍ヘルニア治療材固定用貼付材の固定力の調整は、臍ヘルニア治療材固定用貼付材の伸
長強度、粘着剤層の粘着力や支持体の厚さ、剛軟度、密度によっても調整し得る。
【００２１】
＜支持体＞
　支持体として、織布、不織布、フィルム、フォームその他を用いることができるが、例
えばプラスチックフィルムは好適に使用することができるものの一つである。材質は、ウ
レタン樹脂、ポリエチレン樹脂、ポリプロピレン樹脂、ポリエチレンテレフタレート樹脂
、シリコーン樹脂、ナイロン樹脂、セルロースその他から製造する支持体を用いることが
できるが、例えばウレタン樹脂が好適であり、柔軟で適度な強度を持ち、特に皮膚への貼
付材の固定性を高めたり貼付中の違和感を減らしたりする観点から好ましくは水膨潤性が
低いものが使用される。支持体は異なる材質のものを積層して使用することもできる。支
持体は、防水性であることが好ましいが、防水性のある支持体と、防水性のない支持体を
積層して用いても良い。
【００２２】
　本発明において、支持体をウレタン樹脂から製造する場合は、特に制限されず、エーテ
ル系ウレタン樹脂及びエステル系ウレタン樹脂などが挙げられ、エーテル系ウレタン樹脂
が好ましい。
　支持体には、必要に応じて通常使用される添加剤、例えば紫外線吸収剤、老化防止剤、
充填剤、顔料、着色剤、難燃剤、帯電防止剤などが添加され得る。これらの添加剤は、そ
の種類に応じて通常の量で用いられる。
【００２３】
　これらウレタン樹脂製のフィルムは、市販のものを用いることができ、市販品としては
例えば、ＤＩＮＴＥＸ ＦＴ１０８０－ＰＥ、ＤＩＮＴＥＸ ＦＴ１８８１－ＰＥ（ユニポ
リマー製）、サンプレンＨＭＰ－１７Ａ（三洋化成製）等があり、それぞれ入手可能であ
る。
【００２４】
　支持体の厚みは、貼付材としての取り扱い性を高める点から、１０μｍ以上、特に１５
μｍ以上が好ましく、また、臍ヘルニア治療材固定用貼付材の伸長強度を前述の範囲とし
易くなり、本発明の効果が奏し易くなる点から、５０μｍ以下、好ましくは４０μｍ以下
が好ましい。上記の範囲であれば、取り扱い性に優れた、臍ヘルニア治療材固定用貼付材
とし易くなる。
【００２５】
＜担持体＞
　担持体は、支持体を補強して、本発明の貼付材の製造性や操作性を向上させる役割を果
たす。また、この担持体は貼付時に貼付部位が確認できるような視認性を考慮すると、透
明もしくは半透明であることが好ましい。さらに、この担持体は、支持体に対して相対的
に高い弾性率を有して、支持体に対し、３～２０倍程度の弾性率であるものが好ましい。
また、担持体を支持体に積層させる面には、支持体と適度な接着性を保って積層される必
要があるため、各種処理を行っておくことが適切である。このような処理としては、コロ
ナ処理、プラズマ処理、紫外線処理、マット処理などが例示される。
　担持体が支持体から剥離しにくい場合は、担持体の中央部付近に切れ目を設けてもよく
、担持体同士の切れ目間隔を空けて担持体を２枚としてもよい。また、さらに担持体の切
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れ目上部にテープ又はフィルムを積層して、掴み片として口取り部を設けてもよい。口取
り部はフィルム、不織布、織布、又はそれらの積層体としてもよいし、粘着テープとして
もよく、着色も可能である。担持フィルムの端部分は波形或いは複数の切り込みを入れた
状態としても良く、支持体より大きく形成したものを使用してもよい。これらは、貼付材
をロール状とした場合においても、担持フィルムを剥ぎ取りやすくし、取り扱い性を向上
させるのに有効である。
【００２６】
　上記の担持体として用いられるのは、例えば、ポリエチレン、ポリプロピレンなどのポ
リオレフィン、ポリエチレンテフタレートなどのポリエステル、ナイロンなどのポリアミ
ド、ポリ塩化ビニル、ポリ塩化ビニリデンなどが挙げられる。また、これらの単体の担持
体だけでなく、紙、不織布、織布、編布、金属箔と積層した複合体の担持体であっても差
し支えない。このような担持体には、視認性やコストなどの観点から低密度ポリエチレン
フィルム、ポリオレフィン及びポリエステルフィルムが用いられることが好ましい。
【００２７】
＜粘着剤層＞
　粘着剤層は、臍ヘルニア治療材固定用貼付材の伸長強度及び粘着力を上記範囲とし得る
ものであれば特に制限はない。粘着剤としては、天然ゴム系、合成ゴム系、アクリル系、
シリコーン系、ポリビニルアルコール系、ポリアミド系など各種の接着剤を使用すること
ができる。
　アクリル系粘着剤としては、炭素数１～１８の脂肪族アルコールとアクリル酸若しくは
メタクリル酸とのエステル化物であるアクリル酸アルキルエステルまたはメタクリル酸ア
ルキルエステルを用いて得られる共重合体を使用することができる。。具体的には、アク
リル系粘着剤としては、それぞれ炭素数１～１８のアルキル基を有するアクリル酸アルキ
ルエステル及びメタクリル酸アルキルエステルからなる群より選ばれる少なくとも１種の
アクリル系単量体と、該アクリル系単量体と共重合可能な他の単量体との共重合体が好ま
しい。
　皮膚への刺激を低減する上で、ウレタン系粘着剤が好ましく、透湿度が５，０００ｇ/
ｍ２・ｄａｙ以上のポリウレタン系粘着剤であって、
（１）数平均分子量５，０００以上かつ平均官能基数２以上のポリオキシアルキレン構造
を含有する活性水素化合物と、
（２）数平均分子量１，５００～５，０００かつ平均官能基数１のポリオキシアルキレン
構造を含有する活性水素化合物と、
（３）有機ポリイソシアネートと、
を反応させて得られる粘着剤（ここで、上記の粘着剤を得るのに使用された全活性水素化
合物の平均官能基数が２～２．６であり、かつ上記粘着剤中の全活性水素化合物のエチレ
ンオキシド単位の含有量が３～８重量％である）であることが好ましい。
【００２８】
　透湿度は７，０００ｇ/ｍ２・ｄａｙ以上であることがより好ましい。粘着剤層の透湿
度の上限値は８，０００ｇ/ｍ２・ｄａｙ以下であってもよいが、透湿度は高ければ高い
ほど好ましく、上限値は特に制限されない。
　本発明において粘着剤の透湿度の調整は公知の方法で行い得る（例えば、特開平７－２
３１９１０号公報、特開２００５－５８２８８号公報参照)。一般的に、ポリウレタン系
粘着剤中のエチレンオキシド（ＥＯと略すこともある）単位を多くすることにより、高透
湿性を得ることができるが、ＥＯ単位が余りに多いと、水分吸収時に膨潤が発生しベタツ
キや、物性値の低下が発生する。また、可塑剤添加により透湿性や粘着性の操作も可能で
あるが、可塑剤添加により、ポリウレタン系粘着剤の内部凝集力不足が発生し、粘着力の
低下が発生したり、剥離時に、皮膚表面への粘着剤の糊残りを生じたりする。更に、これ
ら可塑剤の化学成分による刺激にて、かぶれや皮膚炎症の原因になると報告もされている
。
　粘着剤は、可塑剤等を添加することなく、ポリウレタン系粘着剤中の全活性水素化合物
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のＥＯ単位含有量を調整することなどで、優れた粘着特性と高透湿性とを両立させること
ができる。
　粘着剤のポリウレタン系粘着剤中の全活性水素化合物のＥＯ単位含有量はポリウレタン
系粘着剤全体に対して３～８重量％であり、特に４～６％重量とすることで、更に高透湿
性で優れた粘着特性を持つ皮膚に優しい粘着剤を作製することができる。
【００２９】
　また、本発明の粘着剤層は、透湿度が５，０００ｇ/ｍ２・ｄａｙ以上であっても、粘
着層の厚さが２５μｍであり、支持体の厚さが２０μｍであるときのウレタン支持体の場
合において、後述の試験法による対ベークライト粘着力が０.５～２.０Ｎ／１５ｍｍ、好
ましくは１.０～１.７Ｎ／１５ｍｍであることもでき、また、後述の試験法によるプロー
ブタックが、０.２～１．０Ｎ／５ｍｍφ、好ましくは０．５～１．０Ｎ／５ｍｍφであ
ることもできる。
【００３０】
　ポリウレタン系粘着剤は、分子構造として比較的長いソフトセグメントを持たせること
で、柔軟となることが好ましく、したがって、前記（１）の活性水素化合物の数平均分子
量は５，０００以上、好ましくは１０，０００以上である。数平均分子量が５，０００未
満ではウレタン結合濃度が大きくなり、粘着力が低くなる傾向にある。前記（１）の活性
水素化合物の数平均分子量の上限は特に制限されないが、数平均分子量１５，０００以下
、特に１２，０００以下が、得られる粘着剤の粘着力が大きくなったり、糊残り（貼付材
を皮膚から剥した時の皮膚に粘着剤が残存すること）を減少させたりする点で、好ましい
。
　より良好な粘着特性（例えば、指先タック官能試験による硬さ、タック感、粘着力など
）を確保するため、より好ましくは、前記（１）の活性水素化合物は数平均分子量が５，
０００～１０，０００である。
　また、前記（１）の活性水素化合物の平均官能基数（Ｆ）は、２以上であれば特に制限
されないが、２～３が好ましい。凝集力が上昇して、糊残りなどの不具合が減る点で、平
均官能基数は２以上が好ましい。一方、凝集力が強くなり過ぎず、粘着力が上昇し得る点
や粘着剤作製時のゲル化を抑える点で、平均官能基数は３以下が好ましい。
　なお、Ｆ＝２とＦ＝３の前記（１）の活性水素化合物の混合比率を変えることで、理論
上Ｆは２～３の間で自由に設定することができる。
【００３１】
　前記（１）の活性水素化合物として、ポリエーテルポリオール、ポリエーテルポリオー
ルを一部エステル変性したエーテルエステルポリオール、及びアミノ基を持つポリアルキ
レン（例えばエチレン及びプロピレンなど）オキシドジアミンなどが例示され、ポリエー
テルポリオールが好ましい。ポリエーテルポリオールとしては、例えば、平均官能基数が
２のものとして、エチレンオキシド、プロピレンオキシド、テトラヒドロフラン等を開環
重合させたポリエチレングリコール、ポリプロピレングリコール、ポリテトラメチレンエ
ーテルグリコール、及びこれらを共重合させたポリエーテルグリコール等のポリエーテル
グリコール、平均官能基数が３以上のものとして、グリセリン、トリメチロールプロパン
、ペンタエリスリトール、ソルビトール、スクロースなど活性水素基を３以上持つものを
開始剤として、エチレンオキシド、プロピレンオキシド、テトラヒドロフラン等を開環重
合させたポリエチレンポリオール、ポリプロピレンポリオール、ポリテトラメチレンエー
テルポリオールなどのポリエーテルポリオール、また或いはこれら２または３以上の平均
官能基数を持つポリオールの２種以上の混合物が好ましい。具体的には、三洋化成社のサ
ンニックスシリーズ、三井化学ポリウレタン社のアクトコールシリーズ、旭電化社のアデ
カーポリエーテルシリーズ、Ｌｙｏｎｄｅｌｌ社のＡｃｃｌａｉｍシリーズなどが使用で
きる。
　前記（１）の活性水素化合物を単体で用いてもよいが、例えば、数平均分子量、平均官
能基数、モノマー単位の種類などで異なる２種以上の混合物を使用してもよい。
【００３２】
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　ポリウレタン系粘着剤は、粘着力を落すことなく、高い透湿度が得られる点から、前記
（２）の数平均分子量１，５００～５，０００かつ平均官能基数１のポリオキシアルキレ
ン構造を含有する活性水素化合物を使用して製造される。この上記（２）の活性水素化合
物の数平均分子量は、１，５００～５，０００、好ましくは２，０００～５，０００であ
る。
　特に、数平均分子量５，０００以上、とりわけ５，０００～１２，０００の前記（１）
の活性水素化合物と、前記（２）の活性水素化合物とを組み合わせて、好ましくは比較的
高分子量、例えば２，０００～５，０００の前記（２）の活性水素化合物とを組み合わせ
て得られるポリウレタン系粘着剤は、粘着力及び透湿度が向上して好ましい。このように
して得られたポリウレタン系粘着剤は、可塑剤を使用したりすることなく、透湿度を大き
くすることができるので、可塑剤の使用などによって生じるベタツキなどが抑えられる点
でも有利である。
　前記（２）の活性水素化合物として、ポリオキシアルキレンモノオール及びポリアルキ
レン（例えばエチレンなど）オキシドモノアミンなどが例示され、ポリオキシアルキレン
モノオールが好ましい。ポリオキシアルキレンモノオールとして、例えば、アルキルモノ
オールを開始剤としてエチレンオキシド、プロピレンオキシド、テトラヒドロフラン等を
開環重合させたアルキルポリオキシエチレン／ポリプロピレンモノオール、アルキルポリ
オキシテトラメチレンモノオール、また或いはこれらの２種以上の混合物が例示される。
　前記の（２）の活性水素化合物を単体で用いてもよいが、例えば、数平均分子量やモノ
マー単位の種類などで異なる２種以上の混合物を使用してもよい。
【００３３】
　ポリウレタン系粘着剤を製造する際の前記（２）の活性水素化合物の使用量は、特に制
限されないが、優れた粘着力及び透湿度が得られる点から、前記（１）の活性水素化合物
１００重量部に対して、好ましくは５～５５重量部、より好ましくは２０～４０重量部使
用される。
【００３４】
　ポリウレタン系粘着剤の製造に使用される活性水素化合物は、優れた粘着物性を得るた
めに、前記（１）及び（２）の活性水素化合物のみからなるものが好ましいが、他のモノ
オールやポリオールなどの活性水素化合物を粘着特性に問題を生じない程度で含有するこ
とも可能である。このようなモノオールやポリオールなどの活性水素化合物として、アク
リルモノオールやエステルポリオール、ポリカーボネートポリオールなど一般的なものが
使用可能である。
　ポリウレタン系粘着剤を得るのに使用された全活性水素化合物の平均官能基数とは、前
記（１）及び（２）の活性水素化合物を含めた、前記（３）の有機ポリイソシアネートと
反応させたすべての活性水素化合物について、活性水素化合物ごとの平均官能基数とその
添加重量割合との積を総和して求められるものである。この平均官能基数は、優れた粘着
特性が得られる点から、２～２．６、好ましくは２．０５～２．４である。
【００３５】
　ポリウレタン系粘着剤の構成分子であるアルキレンオキシド、つまりポリオキシアルキ
レン構造を含有する前記（１）及び（２）の活性水素化合物は一般的に人体への安全性が
高いことが確認されている。同様にこれをセグメントに有するポリウレタンもまた安全性
が高く、医療用高分子材料として実用されている。また前記（１）及び（２）の活性水素
化合物の種類を選択することにより、セグメントの親水性、疎水性のバランスを調節でき
、ウレタン結合による分子のフレキシビリティが加わり、透明度が高く皮膚に対して密着
性がよく、柔軟で馴染みが良く、低刺激性の粘着剤となる。従って、人体に貼付する用途
に適しており、医療用貼付材用の粘着剤として好適である。この場合、粘着性、安全性、
材料としての安定性、経済性など全てを充足した新規粘着剤となり得るものである。
【００３６】
　ポリウレタン系粘着剤に用いられる前記（３）の有機ポリイソシアネートとしては、一
般にポリウレタン樹脂の製造に使用できるものは全て使用可能である。具体的には、２，



(10) JP 6607756 B2 2019.11.20

10

20

30

40

50

４－トリレンジイソシアネート、２，６－トリレンジイソシアネ－ト、２，２′－ジフェ
ニルメタンジイソシアネート、４，４′－ジフェニルメタンジイソシアネート、２，４′
－ジフェニルメタンジイソシアネート等の芳香族ジイソシアネート、或いはテトラメチレ
ンジイソシアネート、ヘキサメチレンジイソシアネ－ト、リジンジイソシアネート等の脂
肪族ジイソシアネート、また或いはイソホロンジイソシアネート、水添化トリレンジイソ
シアネート、水添化ジフェニルメタンジイソシアネート等の脂環族ジイソシアネート、さ
らにこれらの混合物等の有機ジイソシアネートが好ましいが、これらの一部をウレタン化
、ウレトジオン化、又はカルボジイミド化などにより変性したポリイソシアネートも使用
できる。また、ポリオールにてプレポリマー化したイソシアネートプレポリマーを使用す
ることも可能である。
　活性水素化合物と有機ポリイソシアネートのＮＣＯ／ＯＨモル比は、反応におけるゲル
化が抑えられ、粘着力が上昇するため、０．７／１．００～１．００／１．００が好まし
い。残存ＮＣＯ量が低ければ、経時安定性などが良好になるため、１．０５／１．００以
下、特に１．００／１．００以下の比率が好ましい。また、０．７／１．００以上の場合
、残存活性水素化合物の量が減少するため、ブリードアウトの可能性が低下し、好ましい
。
【００３７】
　本発明におけるポリウレタン系粘着剤の製造は、公知の方法を採用することができ、例
えば、特許第5457446号公報に記載の方法により行うことができる。
【００３８】
　ポリウレタン系粘着剤を製造する際には、必要に応じて触媒及び紫外線吸収剤、酸化防
止剤、及び加水分解防止剤等の添加剤を用いることができる。
【００３９】
　本発明の貼付材の粘着剤層の厚さは、特に制限されないが、皮膚への固定性を担保し、
支持体厚みとのバランスの点から１０μｍ以上が好ましく、粘着剤層が厚くなりすぎると
透湿度が低下する点から４０μｍ以下が好ましい。
　また、皮膚を覆うという用途において、貼付材の粘着剤層の厚さを３～７μｍ付近とす
る場合は、貼付材としての皮膚への追従性を貼付材に与えることができる。
【００４０】
＜剥離体＞
　本発明の貼付材は、粘着剤層の支持体が設けられた面の反対側の面に剥離可能な剥離体
を備えることが好ましい。
　剥離体としては、貼付材の分野で慣用のものを用いることができる。例えばシリコーン
離型処理した上質紙、グラシン紙、ポリエチレンラミネート紙 等の紙基材やポリエステ
ルフィルム、ポリオレフィンフィルム等を用いることができる。
　該剥離体は、剥離体の外形を分断する線状の分断部を有することが好ましい。
剥離体の略中心部に、その外形を分断する線状の剥離ライナー分断部を１本もしくは２本
以上設けることによって、一方の剥離体を剥がしても、他方の剥離体が残り、粘着面に触
れることなく貼付作業ができるようになり、作業性が向上する。分断部は２本以上有する
ことが好ましい。また、分断部は線状であればよく、直線であっても曲線であってもよい
。分断部を設けることで、貼付材をロール状とした場合においては、特に剥離体を剥ぎ取
りやすくし、取り扱い性を向上させるのに有効である。また、２枚以上の剥離体を粘着剤
から剥離しやすいように、剥離体を一方に覆い被さるか又は折り返すように配置しても、
取り扱い性を向上させるのに有効である。
【００４１】
＜臍ヘルニア治療材＞
　臍ヘルニア治療材は、適度の弾性と、臍輪の開存孔を塞いでおくだけのある程度の硬さ
を有し、腹腔内圧を緩衝する弾性体であることが好ましい。該弾性体は、乳幼児の繊細な
皮膚に刺激を与えないような低皮膚刺激性のものであると好ましい。
【００４２】
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　弾性体としては、例えば、ウレタン樹脂、ポリエチレン樹脂、シリコーン樹脂、シリコ
ーンゴム等の合成ゴム、その他のゴム状弾性体、ウレタン樹脂発泡体、ポリエチレン樹脂
発泡体、シリコーンゴム等の発泡体その他のスポンジ弾性体、圧縮綿、脱脂綿、綿球、不
織布、不織布の積層品などの繊維弾性体などを好ましく用いることができる。
　また、これらの弾性体には、適当な特性を得るために皮膚刺激性の低い各種の添加剤な
どを使用することができる。
【００４３】
　臍ヘルニア治療材１は、臍輪の開存孔５を塞ぐ先端突起７と、先端突起７の基部８より
も大きく形成された後方突起９を備えていることが好ましい。図１に示すものは、先端突
起７の先端部１１が弧面状にされたドーム形状にされていて、この先端突起７の基部８か
ら側方に張出す厚みのある後方突起９が形成されている。この後方突起９は、その上面が
球面状になっている接触面１７に続いて丸味１９のある側部２１があり、臍窩１３の上部
及び腹部１５周辺の皮膚表面と接触するようになっており、接触面１７に対向する背面２
３を有している。
【００４４】
　通常、この臍ヘルニア治療材１は、上記材料によって一体に形成されることが多いが、
先端突起７と後方突起９とで異なる材料を使用することによって一体的に形成することも
できる。
【００４５】
　臍ヘルニア治療材１を形成する緩衝弾性体の硬さは、この治療材によって直径１２ｍｍ
、高さ１０ｍｍの円柱状としたものを、高さで５ｍｍ圧縮したときの荷重を圧縮応力とし
て示したときに、６Ｎ／１２ｍｍφ×５ｍｍ以上、２８０Ｎ／１２ｍｍφ×５ｍｍ以下で
あり、好ましくは７Ｎ／１２ｍｍφ×５ｍｍ以上、２５０Ｎ／１２ｍｍφ×５ｍｍ以下で
ある。圧縮応力がこれより小さいものは、ヘルニア部を押し込んだ際や腹腔内圧等の腹腔
内の圧力が高くなった際に、綿球のように押し出されてずれることがあり、また、圧縮応
力がこれより大きいものは、硬すぎて皮膚を傷める可能性がある。
【００４６】
　臍ヘルニア治療材１は、乳幼児の体の大きさ、臍窩１３の形、腹内の圧力、臍輪の開存
孔５の大きさ等に応じて、大きさの異なったものを使用することがあるので、通常大きさ
の異なるものを複数個用意しておき、その乳幼児にあった大きさのものを使用するように
するとよい。
【００４７】
　図１に示すものでは、先端突起７のドーム状をした先端部１１から基部８までの長さが
約１５ｍｍ、基部８の直径が約２０ｍｍであり、後方突起９の厚さが約１０ｍｍで、直径
が約３５ｍｍ程度に形成されている。中程度の大きさのものとしては、先端突起７の先端
部１１から基部８までの長さが約１５ｍｍ、基部８の直径が約１４ｍｍであり、後方突起
９の厚さが約１０ｍｍで、直径が約３０ｍｍ程度に形成される。小さいものとしては、先
端突起７の先端部１１から基部８までの長さが約１０ｍｍ、基部８の直径が約１０ｍｍで
あり、後方突起９の厚さが約１０ｍｍで、直径が約２５ｍｍ程度に形成される。
【００４８】
　この臍ヘルニア治療材１を使用する場合、先ず、乳幼児等の臍窩１３及び臍窩１３の周
縁の腹部１５表面を清潔にした後、筋膜３に存する臍輪の開存孔５から突出している腸管
を指等により開存孔５内に納め、つまり腹腔内に押し込めた状態にする。
【００４９】
　次に、臍ヘルニア治療材１を、先端突起７から臍窩１３内に挿入すると、先端突起７の
先端部１１が、臍輪の開存孔５を塞いで、臍輪の開存孔５から腸管が突出することを防止
することができるようになる。このとき、後方突起９も臍窩１３内に嵌入されるようにな
り、臍窩１３の上部表面と臍窩１３の周辺の皮膚が後方突起９の表面と接触している状態
を維持している。こうして臍窩１３内に挿入した臍ヘルニア治療材１の背面２３側から本
発明の臍ヘルニア治療材固定用貼付材２５を貼り付ければ臍窩１３に固定することができ
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る。
【００５０】
　臍窩１３内に挿入されている先端突起７は、腹直筋４内に腸管を納めた状態で、開存孔
５を閉塞した状態を維持することができる。さらに、乳幼児がいきんだりして腹圧が高く
なったとき、後方突起９は、腹圧の作用を受け止めてこれを緩衝するようになり、先端突
起７が開存孔５内に入り込んでこれを押し拡げるようなこともなく、開存孔５を安定的に
閉塞して腸管の封入状態を好適に維持することができるので、確実に臍ヘルニアの治療を
行うことができる。
【００５１】
　上記した図１に示すものは後方突起９の背面２３を弧面状に形成しているもので、乳幼
児の腹部１５の皮膚の丸みに沿うようにして本発明の臍ヘルニア治療材固定用貼付材２５
を背面２３に貼付することができ、先端突起７に対する押圧作用を安定化して圧迫固定性
を良好にすることができる。
【００５２】
　臍ヘルニア治療材固定用貼付材の大きさ及び形状には特に制限はなく、臍ヘルニア治療
材を皮膚に保持し得る大きさ及び形状であればよい。好ましくは臍ヘルニア治療材よりも
大きく、例えば、図１に示す臍ヘルニア治療材の基部８の面積より大きいことが好ましい
。より好ましくは、４ｃｍ2～４００ｃｍ2であり、更に好ましくは９ｃｍ2～２００ｃｍ2

である。形状は、円、楕円、四角であることが好ましく、正方形又は長方形であることが
より好ましい。また、角に丸みを持たせたものであることが更に好ましい。
【００５３】
　本明細書中に示された上限値及び下限値で示される数値範囲は、それを任意に狭めるこ
とで一部除いてもよく（また、その範囲内の一点又は数点を除いてもよい）、除いた後の
範囲においても、除く前と同様の作用効果を奏する。
【００５４】
＜臍ヘルニア治療材固定用貼付材キット＞
　臍ヘルニア治療材固定用貼付材キットは、第一の貼付材と、第二の貼付材により構成さ
れる。第一の貼付材と第二の貼付材は共に支持体と、粘着剤層とを備え、第一の貼付材と
、第二の貼付材とを積層して臍ヘルニア治療材固定用貼付材とすることができる。好まし
くは、第一の貼付材の支持体の、粘着剤層が設けられた面とは反対側の面に第二の貼付材
の支持体の、粘着剤層が設けられた面を貼り合わせることにより本発明の臍ヘルニア治療
材固定用貼付材とすることができる。
　すなわち、第一の貼付材の粘着剤層、第一の貼付材の支持体、第二の貼付材の粘着剤層
、第二の貼付材の支持体がこの順で積層した臍ヘルニア治療材固定用貼付材とすることが
できる。
　第一の貼付材、及び第二の貼付材の支持体及び粘着剤層の材質及び膜厚等は、上述の本
発明の臍ヘルニア治療材固定用貼付材に用いたものと同様のものを用いることができ、第
一の貼付材と、第二の貼付材とを積層して臍ヘルニア治療材固定用貼付材とした際に本願
特定の伸長強度、及び粘着力となるものであればよい。
　第一の貼付材の粘着剤層は、皮膚への刺激を低減する上で、本発明の臍ヘルニア治療材
固定用貼付材に好ましく用いられるものと同様であることが好ましい。
【００５５】
　臍ヘルニア治療材固定用貼付材キットは、更に、上述の臍ヘルニア治療材を具備しても
よい。
【実施例】
【００５６】
　以下に実施例を用いて、本発明を詳細に説明するが、本発明はこれに限定されるもので
はない。以下の合成例、実施例及び比較例中の部及び％は、原則として、それぞれ質量部
及び質量％を示す。
【００５７】
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　本発明における臍ヘルニア治療材の適当な硬さ等の使用適性を評価する為に、以下の試
料を用意して試験を行った。
【００５８】
　試料１：ウレタン系粘着剤（試料２の粘着剤）を膜厚２５μｍの粘着剤層とし、膜厚３
０μｍのウレタンフィルム（試料８の支持体）を支持体とした貼付材
　試料２：ポリウレタン系粘着剤（平均官能基数３、数平均分子量１０，０００のポリエ
ーテルポリオールと、平均官能基数２、数平均分子量４，０００のポリエーテルポリオー
ルと、平均官能基数１、数平均分子量３，５００のポリエーテルポリオールとを、３／３
／４の割合になるように調整し、平均官能基数２、重量平均分子量６００のヘキサメチレ
ンジイソシアネートプレポリマーを、モル比がポリオール中の水酸基１００に対してイソ
シアネート基が９０となるように加え、常法に従って反応させた粘着液に、架橋剤を添加
した粘着剤）を膜厚２５μｍの粘着剤層とし、膜厚１７μｍのポリエーテル系ポリウレタ
ンフィルムを支持体とした貼付材
　試料３：アクリル系粘着剤（アクリル酸２－エチルヘキシル／アクリル酸２－ヒドロキ
シエチル／アクリル酸エトキシジエチレングリコール＝７５／５／２０）を膜厚４０μｍ
の粘着剤層とし、膜厚７５μｍの低密度ポリエチレンフィルムを支持体とした貼付材
　試料４：アクリル系粘着剤（アクリル酸イソノニル／アクリル酸メトキシノナエチレン
グリコール／メタクリル酸ノナエチレングリコール＝８３／１６／１）を膜厚４０μｍの
粘着剤層とし、膜厚２６０μｍのスパンボンド法により得られたポリプロピレン不織布（
坪量４０ｇ／ｍ2）を支持体とした貼付材
　試料５：アクリル系粘着剤（アクリル酸２－エチルヘキシル／アクリル酸＝９６／４）
を膜厚２０μｍの粘着剤層とし、膜厚３０μｍのポリエステル系ポリウレタンフィルムを
支持体とした貼付材
　試料６：アクリル系粘着剤（アクリル酸イソノニル／アクリル酸メトキシノナエチレン
グリコール／メタクリル酸ノナエチレングリコール＝８３／１６／１）を膜厚４０μｍの
粘着剤層とし、膜厚１２０μｍのポリエステル不織布（坪量４０ｇ／ｍ2）を支持体とし
た貼付材
　試料７：アクリル系粘着剤（アクリル酸２－エチルヘキシル／酢酸ビニル／アクリル酸
＝８５／１１／４）を膜厚５μｍの粘着剤層とし、膜厚５μｍのポリエーテル系ポリウレ
タンフィルムを支持体とした貼付材
　試料８：アクリル系粘着剤（アクリル酸２－エチルヘキシル／酢酸ビニル／アクリル酸
＝８５／１１／４）を膜厚２０μｍの粘着剤層とし、膜厚３０μｍのポリエステル系ポリ
ウレタンフィルムを支持体とした貼付材
　試料９：試料２の貼付材の支持体の、粘着剤層が設けられた面とは反対側の面に試料８
の貼付材の支持体の、粘着剤層が設けられた面を貼り合わせた貼付材
　臍ヘルニア治療材試料１０：弾性体（株式会社イノアックコーポレーションの製品「Ａ
ＺＯＴＥ」（品番ＬＤ－３３））を、先端突起７の先端部１１から基部８までの長さを１
５ｍｍ、基部８の直径を１４ｍｍとし、後方突起９の厚さが１０ｍｍで、直径を３０ｍｍ
とした臍ヘルニア治療材。
【００５９】
　上記した試料１～９及び臍ヘルニア治療材試料１０を使用して、以下の試験を行った。
　［固定力評価］
　温度２３±１℃、相対湿度５０±５％の環境下において、ベークライト板を１２ｍｍ間
隙をあけて固定し、その間隙上に８ｍｍ幅×１００ｍｍ長さにカットした試験片を貼付し
、１ｋｇのゴムロールで６００ｍｍ／分の速度で２往復圧着した。そして、圧着後１分以
内にその間隙より縦約１０ｍｍ×横１０ｍｍ×高さ約２０ｍｍのブロックで速度３０ｍｍ
／分にてテープを押しはがす方向に押しこんだ。テープを押しはがす方向に、ブロックを
５～１０ｍｍ押したときの平均荷重を測定した。
　この測定は、引張圧縮試験機（株式会社エー・アンド・デイ製テンシロン）で各試料に
ついて３回ずつ行い、その平均値を臍ヘルニア治療材固定用貼付材の固定力（Ｎ／８ｍｍ
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）とした。
　それらの測定結果は、表１に記載した。
【００６０】
［伸長強度評価］
　ＪＩＳ Ｚ－０２３７に従い、２３℃雰囲気下で試料１～９を８ｍｍ幅×１００ｍｍ長
さにカットし、上記と同じ引張圧縮試験機に間隙３０ｍｍで固定した。これを速度３００
ｍｍ／分で破断するまで引張した。得られたデータより、１０％引張時の強度を求め、こ
れを各試料について３回ずつ行い、その平均値を１０％伸長時の伸長強度とした。
【００６１】
［粘着力評価］
　ＪＩＳ Ｚ－０２３７に従い、２３℃雰囲気下でベークライト板（フェノール樹脂板、
住友ベークライト社製、ＰＬ－１１０２）に試料１～９を８ｍｍ幅×１００ｍｍ長さにカ
ットした試験片を貼付し、１ｋｇのゴムロールで６００ｍｍ／分の速度で２往復圧着し、
圧着後１分以内に、剥離角度９０度、剥離速度３００ｍｍ／分の剥離力を測定した。これ
を各試料について３回ずつ行い、その平均値を粘着力とした。
【００６２】
　［貼付中の違和感の評価］
　成人男性５名の腹部皮膚に、試料１～９を５ｃｍ幅×５ｃｍ長さにカットした試験片を
貼付し２４時間後に、各試料を除去して、「貼付中の違和感」を、次の基準で評価した。
その結果を表１に示す。
　○；違和感なし、△；わずかな違和感、×；違和感あり
【００６３】
　［剥離時の痛みの評価］
　成人男性５名の腹部皮膚に、試料１～９を５ｃｍ幅×５ｃｍ長さにカットした試験片を
貼付し２４時間後に、各試料を除去して、「剥離時の痛み」を、次の基準で評価した。そ
の結果を表１に示す。
　○；痛みなし、△；わずかな痛み、×；痛みあり
【００６４】
［治療適正評価］
　上記した試料１０を使用して、試料１、試料２、試料７、試料８および試料９の治療適
性評価を行った。
　生後３か月以内の臍ヘルニア患者を被験者として、先ず、被験者の臍窩及び臍窩周縁の
腹部表面を清潔にした後、臍輪の開存孔から突出したヘルニア部を指にて腹直筋の内側に
押し込め、ヘルニア部を開存孔内に収めた状態にした。次に、試料１０を、先端突起から
臍窩内に挿入し、後方突起の背面の上から試料１の臍ヘルニア治療材固定用貼付材によっ
て腹部に貼り付けて、試料１０の治療材を臍窩に固定した。試料２、試料７、試料８およ
び試料９についても同様に臍窩に固定した。
　固定してから５日後、被験者の臍窩から試料１０の治療材を除去して、この治療材が接
触している臍窩や臍窩の周辺皮膚に皮膚刺激などの症状が生じているか等について観察し
、次の基準で評価した。
　○；皮膚刺激なし、△；わずかな皮膚刺激、×；皮膚刺激あり
【００６５】
［治療材試験の結果］
　試料１～５および試料９の臍ヘルニア治療材固定用貼付材では、後方突起も臍窩内に嵌
入されるようになり、臍窩の上部表面と臍窩の周辺皮膚が後方突起の表面と接触している
状態に試料１の臍ヘルニア治療材固定用貼付材で５日間しっかりと固定されていた。これ
によって、臍輪の開存孔が閉塞した状態を維持することができた。そして、５日後、試料
１の臍ヘルニア治療材固定用貼付材を除去したところ、これと接触している皮膚に皮膚刺
激などによる変化した症状は見られなかった。
　一方、試料７の臍ヘルニア治療材固定用貼付材では試料１０をしっかりと固定すること
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　また、試料８の臍ヘルニア治療材固定用貼付材では試料１０をしっかりと固定すること
ができたが、５日後に試料３を除去したところ、これと接触している皮膚に、皮膚刺激な
どによる変化した症状が少し見られた。
【００６６】
【表１】

 
【符号の説明】
【００６７】
１：臍ヘルニア治療材
３：筋膜
４：腹直筋
５：臍輪の開存孔
７：先端突起
８：基部
９：後方突起
１１：先端部
１３：臍窩
１５：腹部
１７：接触面
１９：丸味
２１：側部
２３：背面
２５：臍ヘルニア治療材固定用貼付材
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